
。

《背景》

各国のインフラ事業で、民間の資金とノウ
ハウを期待する民間活用型が増加。

交通や都市開発のプロジェクトは､次の
特性があるため､民間だけでは参入が困難｡

・長期にわたる整備
・運営段階の需要リスク
・現地政府の影響力

《機構の設立》

機構は、国土交通大臣の認可により設立。
（株式総数の１／２以上を政府が保有。）

《機構の主な業務》

海外で交通事業・都市開発事業を行う現
地事業体に対し､支援を実施｡

●出資（民間との共同出資）
●事業参画
・役員・技術者等の人材派遣
・相手国側との交渉

《機構の管理》

株式会社として会社法を適用する｡加えて、
国土交通大臣による監督を実施｡

・支援基準の策定
・支援決定の認可
・監督命令 等

一
体
的
に
実
施

（株）海外交通・都市開発
事業支援機構（JOIN）

現地事業体（対象事業者）

相手国側

企業連合

機構の業務・管理事業スキーム機構の設立

出
資

出
資

事
業
参
画

融
資

民間銀行等

出
資
等

政府（産業投資）

出
資

設立時
政府出資：54億円
民間出資：約54億円

［平成27年度財投計画］
政府出資 372億円
政府保証 340億円

日本再興戦略の一環として、交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進を図る
ため、需要リスクに対応した「出資」と「事業参画」を一体的に行う。（2014年10月20日設立）

① 海外市場への参入により世界の成長を取り込む
② 事業運営への参画により関連産業の受注機会も拡大する
③ インフラ整備により日本企業の海外事業環境も改善する

① 海外市場への参入により世界の成長を取り込む
② 事業運営への参画により関連産業の受注機会も拡大する
③ インフラ整備により日本企業の海外事業環境も改善する

我が国経済の持続的な成長に寄与我が国経済の持続的な成長に寄与

民間企業

出
資

海外交通・都市開発事業支援機構について

Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport & Urban Development (JOIN)
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